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1 はじめに
この論文の目的は，動学的一般均衡租税 (Dynamic General Equilibrium Taxation, DGET)
モデルが，日本経済のマクロ変数をどれだけ説明しているかを，景気循環会計 (Business
Cycle Accounting, BCA)を用いて評価することである。
















































て，Kobayashi and Inaba (2006)や大津 (2008)が BCAを用いて，ウェッジを算出してい
る。効率性ウェッジと労働ウェッジが日本のマクロ経済を説明していることを両者とも発
見している。















































ある t 時点の一国経済の国民総生産を Yt とおく。国民総生産を支出面からみると国民
総支出と呼ばれ，消費 Ct と投資 Xt と政府支出 Gt に分解できる。つまり，
Yt = Ct + Xt +Gt
3
である。
国民総生産は資本 Kt と労働 Lt によって決定される。つまり，生産関数 F として，
Yt = AtF(Kt; (1 + )tLt)
と表される。ここで一次と二次の微係数について，FK > 0; FL > 0; FKK < 0; FLL <






Yt = AtFK Kt + (1 + )tAtFLLt
が成立する。この式は，一国全体の企業を考え，生産財の価格を 1に基準化した上で，利
子率を rt,賃金率を wt として，利潤 Yt   rtKt   wtLt を最大化した場合，
rt = AtFK(Kt; (1 + )tLt)
wt = (1 + )tAtFL(Kt; (1 + )tLt)




Kt+1 = Xt + (1   t)Kt
ここで，t は資本減耗率である。t を一定と仮定していないことに留意されたい。
国民総所得に資本減耗を差し引くと，国民純生産になり，これに補助金 Vt を加え，間
接税 T it を差し引くと国民所得になり，さらに直接税 T dt を差し引くと国民可処分所得にな
る。つまり国民可処分所得は，
(rt   t)Kt + wtLt + Vt   T it   T dt (1)
となる。
ここで，間接税も直接税も比例税と仮定する。間接税は支出全体，消費，投資に課され
る税に分けられ，それぞれの税率を et ; ct ; xt とする。一方，直接税は所得全体，資本所
得，労働資本に課される税に分けられ，それぞれの税率を yt ; kt ; lt とする。つまり，
T it = 
e
t (Ct + Xt) + ct Ct + xt Xt
T dt = 
y
t ((rt   t)Kt + wtLt) + kt (rt   t)Kt + ltwtLt
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さて，t 時点の人口を Nt とおく，人口で除した一人当たりの消費，投資，資本，労働，
補助金をそれぞれ小文字で ct, xt, kt, lt, vt とする。このとき一人当たりの生産 yt は，生産
関数が一次同次なので，
yt = AtF(kt; (1 + )tlt) (2)
である。関数の中身を Kt; Lt を kt; lt に変更しても変化しない。同様に，利子率と賃金率






である*6。ここで，は定数の値を取る割引率であり，0 <  < 1とする。また，uは効用
関数である。微係数について uc > 0; ucc < 0，ul < 0; ull  0; ucl  0が成立していると仮
定する。制約条件は
(1 + et + ct )ct + (1 + et + xt )xt = rtkt   (yt + kt )(rt   t)kt + (1   yt   lt)wtlt + vt
Nt+1
Nt
kt+1 = xt + (1   t)kt (4)






1   yt   lt
1 + et + ct
wt (5)
1 + et + xt
1 + et + ct
uct = 
(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(rt+1   t+1) + t+1









= Ai + Bci
である。この証明について，Huang and Lizenberger (1988)の pp.133-134を参照されたい。このような条
件を満たす，代表的な個人の効用関数として，CRRA型効用関数，CARA型効用関数，2次形式型効用関
数が知られている。








となる。この 1階条件は，ラグランジュ関数を作成して，k0 を所与に，変数 ct, xt, lt につ
いて偏微分し，ラグランジュ乗数を消去すれば得られる。














労働にかかる直接税以外の全ての税は，資本蓄積に影響を与えている。右辺の y と k が
増加すれば，右辺は小さくなる。消費の限界効用 uc が消費の減少関数なので，等式が成
り立つためには，今期の消費を増やし，次期の消費を減らし，資本蓄積を減少させる。割
























している。一人当たりの均衡マクロ変数 yt; ct; xt; lt; kt は，資本遷移式 (4)，生産関数 (2)，
*7 正確には，t時点での間接生涯効用関数 (最適済の生涯効用関数)を資本で偏微分した値である。
*8 3節で具体的に関数型を特定化するが，我々が採用するモデルは，ull = 0で，労働需要は，価格に対して
弾力性が無限大となる。
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1   yt   lt
1 + et + ct
At(1 + )tFLt (7)
1 + et + xt
1 + et + ct
uct = 
(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(AtFKt+1   t+1) + t+1










(wt = (1 + )tAtFL(kt; lt))は減少関数なので，租税により，労働投入量が減少し，賃金率は
増加する。また，式 (6)で，利子率一定のもと，所得税や資本課税によって，資本蓄積が
減少することと，資本蓄積は利子率の増加関数であることを示した。均衡を考えると，資

















vt + gt = (et + ct )ct + (et + xt )xt + (yt + kt )kt + (yt + lt)lt
































出ウェッジと呼ばれる。すぐに明らかになるが，それぞれ，At，1   alt，1=(1 + axt )，agt yt
*10 例えば，Plosser (1982)や Evans (1987)などがある。













である。効用関数 u，割引率 は前節と同じ条件を満たしているとする。式 (3)と違って
目的関数に期待値が存在していることに注意されたい。制約条件は，
ct + (1 + axt )xt = rtkt + (1   alt)wtlt + vt
Nt+1
Nt






= (1   alt)wt
(1 + axt )uct = Et[frt+1 + (1 + axt+1)(1   )guct+1]
である。前節と同じようにラグランジュ乗数法を使えばよい。
生産関数は前節と全く同じ式 (2) で表されており，前節の短期的な技術進歩項 At
が効率性ウェッジである。企業は前節と同じく利潤最大化している。つまり，rt =
AtFK(Kt; (1 + )tLt)，wt = At(1 + )tFL(Kt; (1 + )tLt)である。
資源制約式は




プロトタイプの均衡値を定義する。人口 Nt，ウェッジ (At; alt; axt ; agt )が外生的に与えら
れているとする。代表的な個人が効用最大化行動をとり，企業が利潤最大化をしている。




= (1   alt)At(1 + )tFLt， (11)




の均衡条件を満たすように，ウェッジ (At; alt; axt ; agt )を計測する。先ほどのプロトタイプモ
9
デルについて，ウェッジが確率過程にしたがうと考えて，期待値を取っていたが，ウェッ





の計測方法については Chari, Kehoe and McGrattan (2007a)および大津 (2008)を参照され
たい。
また，観測値のデータとして (yt; ct; xt; lt; kt)の 5つのマクロ変数があるため，kt を除い
た 4つの変数を利用して，ウェッジを計測する方法と，xt を除いて計測する方法がある。
通常，資本の計測の信頼性が低い国が多く，また短期的な景気循環の効果を見たい場合に
は，ストック変数より，フロー変数を採用した方が望ましいので (yt; ct; xt; lt)を採用して
いる。しかしながら，この論文の前節で扱っている動学モデルでは，資本減耗率を変更さ
せている。また，次節で命題として提示するが，そのモデルと BCAのプロトタイプモデ
ルとの同値性を見る場合には，(yt; ct; kt; lt)を採用した方が適切であるかもしれない。しか
しながら，資本はストック変数のため，時系列的な変動がすくなく，モデルの説明力を評
価するのに適切な変数でない。以上のことを鑑みて，投資の変動はそれほど重視すること















ウェッジが変動する。また，Burnside, Eichenbaum and Rebelo (1993) の労働力保蔵モデ




ルや Greenwood, Hercowitz and Human (1998)の資本稼働率変動モデルにおいても，労
働や資本の観測誤差を引き起こし，効率性ウェッジを変動させる。
労働ウェッジは，労働コストと便益の比率として定義される。Burnside, Eichenbaum
and Rebelo (1993) の労働力保蔵モデルや Cole and Ohanian (2002) の労働組合モデルは，
実質賃金がすぐに調整できないモデルであり，労働ウェッジが発生することを示してい
る。労働モデルだけでなく，Cooley and Hansen (1989)の，消費財についての現金先払制
約のあるモデルでも，賃金と消費財との間の相対価格に歪みが生じ，労働ウェッジとなっ




Gertler and Gilchrist (1999)や Carlstrom and Fuerst (1997)らの投資の調整費用モデルや資
本市場の不完全なモデルが投資市場に歪みを引き起こし，投資ウェッジのモデルとして表
















命題１：動学的租税モデルが与えられているとする。あるウェッジ (At; alt; axt ; agt )の
もとで，最適化行動をとった BCA のプロトタイプモデルの (yt; ct; kt; lt) が DGET






t = (t   ) + gt=yt (13)
を採用すればよい。なぜなら，DGETモデルにおいて，資本を消去するために資本
遷移方程式 (4)を資源制約式 yt = ct + xt + gt に代入すれば yt = ct + (Nt+1=Nt)kt+1  
(1  t)kt + gt となり，一方，BCAのプロトタイプモデルも同様に，式 (9)を式 (10)
に代入すれば yt = ct + (Nt+1=Nt)kt+1   (1   )kt + agt となるからである。
DGETモデルの式 (7)と式 (8)を BCAのプロトタイプモデルの式 (11)と期待値
を外した式 (12)とを比較すれば
1   alt =
1   yt   lt
1 + et + ct
(14)
At+1FKt+1 + (1 + axt+1)(1   )
1 + axt
= 
(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(At+1FKt+1   t+1) + t+1


















(1 + axt )qt+1   At+1FKt+1
1      1
ここで，
qt+1 =
(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(At+1FKt+1   t+1) + t+1
(1 + et+1 + ct+1)(1 + et + xt )=(1 + et + ct )
である。以上のウェッジを設定すれば，BCAのプロトタイプモデルは，DGETモ
デルの (yt; ct; kt; lt)の挙動と完全に等しくなる。□
命題２：BCAモデルが与えられているとする。動学的租税モデルについて，At 以
外の外生変数 (gt; t; et ; ct ; xt ; yt ; kt ; lt)のうち，3変数のみ変動し，それぞれが一次
独立とする。次の 3条件を満たすとする：
1. gt と t の少なくとも一つは定数でない，
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2. yt , lt, et , ct の少なくとも一つは定数でない，
3. t,yt , kt , et , ct , xt の少なくとも一つは定数でない。
このとき，BCAモデルの (yt; ct; kt; lt)と挙動が等しくなるような，動学的租税モデ
ルを作り出すことができる。
証明：式 (13)，式 (14)，式 (15)より，命題 2 で挙げた 3 条件をみたすような 3
変数は，ウェッジ (agt ,axt ,alt)より，一意に定まる。□
この命題について，いくつかコメントを述べる。はじめに，両命題とも，前小節のは
じめに議論したように，投資 xt を除いた 4 つの変数についての対応を見ている。なお，
DGETモデルで資本減耗率が一定の場合には，投資 kt を除いた 4つの変数でも挙動は完
全に一致する。
第 2に，命題 2で，BCAモデルのウェッジから，DGETモデルの外生変数を求める際
に，定数となっている値も決める必要があることに注意されたい。例えば，et ; ct ; xt ; 
y
t ; t
の一定値を特定化しないと，kt と lt を生成することができない。
第 3に，命題 2のなかの t が一定値で，et = ct = xt = 
y
t = 0については，Chari, Kehoe
and McGrattan (2007b) が証明している。この場合，投資へのウェッジでなく資本への
ウェッジとした BCAのプロトタイプモデルが作成できることを明らかにしている*13。本
論文の命題はそれを拡張したものである。
最後に，命題 2の条件を満たす租税モデルとして，et ; ct ; xt ; lt; 
y
t が一定の場合を考え
る。つまり，gt と t と yt とが定数でない場合を考える。このとき，
tkt + gt = kt + agt yt; 1   alt =
1   yt   lt
1 + e + c
;
At+1FKt+1 + (1 + axt+1)(1   )
1 + axt
= 
(1 + e + x)(1   t+1) + (1   yt+1   k)(At+1FKt+1   t+1) + t+1
(1 + e + c)(1 + e + c)=(1 + e + x)








*13 この点，投資ウェッジと資本ウェッジと設定の仕方で結論が大きく変わると指摘した Christiano and Davis
(2006)や Kobayashi and Inaba (2006)と大きく異なっている。
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4 実証分析


















ば，Cole and Ohanian (2002)が大恐慌の分析で用いている。日本においても Hayashi and

























国民総生産 Yt，消費 Ct，投資 Xt はは SNA93にもとづく内閣府「国民経済計算年報」か
ら入手する。以下の理由により，平成 7年度基準の 1980年度から 2003年度データを用い
る。SNA93 は 2001 年の国民経済計算年報から採用された。それ以前の SNA68 は 1950
年度から 1998 年度まで長期データがとれるが，それ以降は更新していない*15。1999 年
度以降のデータは SNA93 に基づくデータとなるが，SNA93 は 1980 年度以降のデータ
しかとれない。さらに，実質変数を扱う際に必要な GNPデフレーターは平成 7年基準な
ら 1980年度からのデフレーターが入手可能であるが，最新の平成 12年度基準は 1994年
からしか入手できない。平成 7 年基準は 2003 年度までのデータしか計算していないが，
後述する地方税のデータが，論文執筆時点では 2004 年度までしか入手可能でないので，












































 支出税 (et (Ct + Xt))：揮発油税，石油石炭税，自動車重量税，関税，印紙収入，地
方道路税，自動車重量税 (譲与分)，電源開発促進税自動車税，油引取税，法定外普
通税，水利地益税，自動車取得税法定外普通税，入湯税，水利地益税，旧法の税目
 消費税 (ct Ct)：消費税，酒税，たばこ税，地方消費税，道府県たばこ税，ゴルフ場
利用税，特別地方消費税，市町村たばこ税，入湯税
 投資税 (xt Xt)：有価証券取引税，不動産取得税























以上，計算した税額について，それぞれ，Ct + Xt，Ct，Xt，(rt   t)Kt + wt，(rt   t)Kt,
wtLt で割ることによって，et，ct，xt，
y























































Hansen (1985)や Rogerson (1988)が考えた関数型となっている。このほうが，通常のカ
リブレーションアプローチでは，RBCモデルの説明力が高いことが知られている。その
一方で，後述するように数値計算が非常に単純化される。ただ，この関数型に変更したこ
とが原因かどうかは検証の余地があるが，Kobayashi and Inaba (2006)や大津 (2008)との
ウェッジについての発見と，若干異なっている。
生産関数をコブダグラス型にする。つまり，
F(kt; lt) = AtKt f(1 + )tLtg1 
とする*20。生産関数がこの場合，




wt = At(1 + )t(1   )(Kt=f(1 + )tLtg) = (1   ) YtLt = (1   )
yt
lt














*19 これらを保証する，より一般的な関数型は CRRA (Constant Relative Risk Aversion)型である。つまり，
u(c; l) = c
1    1
1      l
である。ここで は異時点間の代替の弾力性の逆数 (不確実性の存在するモデルでは相対的危険回避度)
である。が 1に極限的に近づけた場合に本文の関数型になる。
*20 一次同次性を満たす，より一般な関数型として CES (Constant Elasticity of Substitution) 型がある。つ
まり，
F(kt ; lt) = At[Kt + (1   )f(1 + )tLtg]
1

である。ここで，1=(1   )は技術代替性の弾力性である。弾力性を 1にした (を 0に極限的に近づけた)
場合にコブダグラス型になる。
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投入率，資本減耗率，各租税率の平均をそれぞれ，y¯=¯k; y¯=c¯; ¯l; ¯; ¯y; ¯k; ¯l; ¯e; ¯c; ¯x として，
後述する 1階条件式 (16)と (17)を利用すれば，
 =
1   ¯y   ¯l
1 + ¯e + ¯c





(1 + )(1 + ¯e + ¯x)
(1 + ¯e + ¯x)(1   ¯) + (1   ¯y   ¯k)(y¯=¯k   ¯) + ¯










所与とするモデルとして，短期的な技術進歩項 At と政府支出 gt のみ変動するモデル
(Model A)，At と gt に加えて直接税のみ変動するモデル (Model B)，At と gt と全ての税率
(y; k; l; e; c; x)が変動するモデル (Model C)，Model Cに t も変動するモデル (Model
D)を考える。
モデル Aは RBCモデルと呼ばれており，At と gt 以外の外生変数が平均値をとって固
定しているモデルである。At が供給ショック，gt を需要ショックと解釈され，それぞれど
*21 大津 (2008) では，耐久消費財消費も資本収入に帰着すると考え，0.46 という計算結果を導出している。
ただし，この値を採用しても，この論文の結論は変わらない。また SNA68の場合，概して低い値になり，








について，均斉成長する変数を基準化した変数を考える。例えば，y˜t = yt=(1+ )t とする。
基準化した内生変数は (y˜t; c˜t; x˜t; lt; ˜kt)である。ここで，労働は基準化の必要がないことに
留意されたい。
例えば，モデル D の場合，パラメータ及び外生変数のもと，基準化した内生変数
(y˜t; c˜t; x˜t; lt; ˜kt)を，
(1 + ) Nt+1
Nt
˜kt+1 = x˜t + (1   t)˜kt
y˜t = At ˜kt ˜l1 t
y˜t = c˜t + x˜t + g˜t
c˜t =
1   yt   lt




1 + et + xt




(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(y˜t+1=˜kt+1   t+1) + t+1




により計算する。なお，ここで gt も基準化して g˜t となっていることに注意されたい。
これを解くためには，通常，観測期間× 5本の方程式を同時に解かなければならない。
しかしながら，この論文で考えた効用関数の関数型の場合，比較的，楽に解くことができ
る。t = ˜kt=˜lt と設定して，先ほどの 5式は集約されて，
c˜t =
1   yt   lt
1 + et + ct
(1   )Att ; or t =
 
c˜t(1 + et + ct )





(1 + et+1 + xt+1)(1   t+1) + (1   yt+1   kt+1)(At+1 1t+1   t+1) + t+1






f(1   t) + At 1t g˜kt   c˜t   g˜t
i
である。最初の式の t を，それぞれの後の 2式に代入して，c˜t と ˜kt の連立差分方程式が
できる。t = 1980; : : : ; 2003の観測期間を利用する。観測値 ˜k1980 は与えられている。c˜1980












図 2 DGETモデルのシミュレーション (産出量，y˜)






































図 3 DGETモデルのシミュレーション (消費，c˜)







































まずは，BCAのウェッジを，観測データから形成する。パラメータ (; ; ; ; )，及び
外生変数 (Nt)のもと，基準化された内生変数 (y˜t; c˜t; x˜t; lt; ˜kt)から，次の条件式
(1 + ) Nt+1
Nt
˜kt+1 = x˜t + (1   )˜kt;
y˜t = At ˜kt l1 t ;
y˜t = c˜t + x˜t + g˜t;





図 4 DGETモデルのシミュレーション (労働，˜l)































(1 + )(1 + axt )c˜t+1
c˜t
= f(1 + axt+1)(1   ) + y˜t+1=˜kt+1; g
を使って，ウェッジ (At; egt ; ext ; elt) を計算する。パラメータの値は，前小節の値を採用す
る。ただし，は観測された資本減耗率から平均をとっている。






1   alt で，投資ウェッジは 1=(1 + axt )となっていることである。それぞれのウェッジが１
以上の値ほど，労働または投資に補助金が，1以下の値の場合は，租税と同じ効果をもた
らしている。結果，効率性ウェッジは 90年代以降高く，労働ウェッジが下がり続け，投





図 5 DGETモデルのシミュレーション (投資，x˜)














































*22 フィルタリングの性質について，Baxter and King (1999)を参照されたい。








































(15) より作成する。これが本論文のメインの実証結果である。前小節で取り上げた 4 つ
のモデルでの外生変数が，どれだけ BCAのウェッジに類似しているか見てみる。命題 1
により，外生変数を 4つのウェッジに集約する。その結果を図 7と図 8にまとめている。








































Model A - 0.9752
Model B 0.8597 0.9837
Model C 0.9108 0.9802








*24 モデル Dで最後の値が一致してるのは，モデル Dでは資本減耗率が変動していてるからである。
27
図 8 DGETモデルからの投資ウェッジ









































この論文では，動学的一般均衡租税 (Dynamic General Equilibrium Taxation, DGET)モ
デルが，日本経済のマクロ変数をどれだけ説明しているか考察した。通常の，カリブレー




























として計算される。合衆国では，所得税について Seater (1982, 1985) や Barro and Sa-
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